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（
財
政
金
融
委
員
会
）

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
三
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
デ
フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生
、
地
方
創
生
へ
の
取
組
、
経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
両
立
、
国
境
を
越
え
た
取

引
等
に
係
る
課
税
の
国
際
的
調
和
、
震
災
か
ら
の
復
興
支
援
な
ど
の
観
点
か
ら
、
国
税
に
関
し
、
所
要
の
施
策
を
講
ず
る
も
の

で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
デ
フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生

１

法
人
税
率
に
つ
い
て
、
二
十
五
・
五
％
か
ら
二
十
三
・
九
％
へ
一
・
六
％
引
き
下
げ
る
。

２

欠
損
金
の
繰
越
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
大
法
人
に
係
る
控
除
限
度
（
現
行
は
所
得
の
八
十
％
）
を
、
平
成
二
十
七
年
度

か
ら
所
得
の
六
十
五
％
へ
、
平
成
二
十
九
年
度
か
ら
所
得
の
五
十
％
へ
引
き
下
げ
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

３

受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制
度
に
つ
い
て
、
益
金
不
算
入
割
合
（
現
行
は
持
株
比
率
二
十
五
％
未
満
の
場
合
は
五
十

％
、
持
株
比
率
二
十
五
％
以
上
の
場
合
は
百
％
）
を
、
持
株
比
率
五
％
以
下
の
場
合
は
二
十
％
、
持
株
比
率
五
％
超
三
分

の
一
以
下
の
場
合
は
五
十
％
、
持
株
比
率
三
分
の
一
超
の
場
合
は
百
％
と
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

４

所
得
拡
大
促
進
税
制
に
つ
い
て
、
給
与
等
支
給
増
加
割
合
の
要
件
（
現
行
は
基
準
年
度
と
比
較
し
て
平
成
二
十
七
年
度
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は
三
％
以
上
、
平
成
二
十
八
・
二
十
九
年
度
は
五
％
以
上
）
を
、
平
成
二
十
七
年
度
は
三
％
以
上
、
平
成
二
十
八
年
度
は

四
％
以
上
、
平
成
二
十
九
年
度
は
五
％
以
上
（
中
小
法
人
は
い
ず
れ
も
三
％
以
上
）
と
す
る
見
直
し
を
行
う
。

５

直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
に
つ
い
て
、
足
元
の
住
宅
市
場
の

活
性
化
、
消
費
税
率
十
％
へ
の
引
上
げ
（
平
成
二
十
九
年
四
月
）
前
後
に
お
け
る
需
要
の
平
準
化
等
を
図
る
た
め
、
適
用

期
限
を
平
成
三
十
一
年
六
月
三
十
日
ま
で
延
長
し
た
上
で
、
非
課
税
限
度
額
（
現
行
最
大
千
万
円
）
を
最
大
三
千
万
円
に

拡
充
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

６

少
額
投
資
非
課
税
制
度
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
）
に
つ
い
て
、
年
間
の
投
資
上
限
額
（
現
行
百
万
円
）
を
百
二
十
万
円
に
引
き
上

げ
る
と
と
も
に
、
若
年
層
へ
の
投
資
の
裾
野
拡
大
等
の
観
点
か
ら
、
未
成
年
者
の
口
座
開
設
を
可
能
と
す
る
ジ
ュ
ニ
ア
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
（
年
間
の
投
資
上
限
額
八
十
万
円
）
を
創
設
す
る
。

二
、
地
方
創
生
へ
の
取
組

１

企
業
の
本
社
機
能
等
に
関
し
、
東
京
圏
か
ら
地
方
へ
の
移
転
（
移
転
型
）
又
は
地
方
に
お
け
る
拡
充
（
拡
充
型
）
の
取

組
を
支
援
す
る
た
め
、
次
の
措
置
（
地
方
拠
点
強
化
税
制
）
を
創
設
す
る
。

①

本
社
等
の
建
物
に
係
る
投
資
減
税
と
し
て
、
移
転
型
の
場
合
は
取
得
価
額
の
二
十
五
％
の
特
別
償
却
又
は
七
％
の
税
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額
控
除
を
、
拡
充
型
の
場
合
は
取
得
価
額
の
十
五
％
の
特
別
償
却
又
は
四
％
の
税
額
控
除
を
認
め
る
。

②

雇
用
を
一
定
以
上
増
加
さ
せ
た
企
業
に
対
し
て
増
加
雇
用
者
数
一
人
当
た
り
四
十
万
円
の
税
額
控
除
を
認
め
る
雇
用

促
進
税
制
の
特
例
と
し
て
、
最
大
八
十
万
円
（
移
転
型
の
場
合
）
の
税
額
控
除
を
認
め
る
。

２

若
年
層
の
経
済
的
不
安
を
解
消
し
、
結
婚
・
出
産
を
後
押
し
す
る
た
め
、
結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
に
係
る
贈

与
税
に
つ
い
て
、
子
・
孫
ご
と
に
千
万
円
ま
で
を
非
課
税
と
す
る
措
置
を
創
設
す
る
。

三
、
経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
両
立

消
費
税
率
十
％
へ
の
引
上
げ
時
期
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
七
年
十
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
へ
変
更
す
る
と

と
も
に

「
景
気
判
断
条
項

（
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税

、

」

法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
十
八
条
第
三
項
）
を
削
除
す
る
。

四
、
国
境
を
越
え
た
取
引
等
に
係
る
課
税
の
国
際
的
調
和

１

国
内
外
の
事
業
者
間
に
お
け
る
競
争
条
件
の
公
平
性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
国
外
事
業
者
が
国
境
を
越
え
て
行
う
電

子
書
籍
・
音
楽
・
広
告
の
配
信
等
の
電
子
商
取
引
を
消
費
税
の
課
税
対
象
と
す
る
等
の
見
直
し
を
行
う
。

２

居
住
者
が
出
国
時
に
お
い
て
評
価
額
が
一
億
円
以
上
の
有
価
証
券
等
を
有
す
る
等
の
場
合
に
、
未
実
現
の
キ
ャ
ピ
タ
ル



- -4

ゲ
イ
ン
に
対
し
て
課
税
す
る
特
例
を
創
設
す
る
。

五
、
震
災
か
ら
の
復
興
支
援

福
島
の
避
難
解
除
区
域
等
に
帰
還
し
て
事
業
を
再
開
し
よ
う
と
す
る
事
業
者
が
、
投
資
費
用
を
福
島
再
開
投
資
等
準
備
金

と
し
て
積
み
立
て
た
と
き
は
、
そ
の
積
立
額
の
損
金
算
入
を
認
め
る
制
度
を
創
設
す
る
。

六
、
そ
の
他

１

所
得
税
・
相
続
税
の
申
告
の
適
正
性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
現
行
の
財
産
債
務
明
細
書
に
つ
い
て
、
提
出
基
準
、
記

載
事
項
等
の
見
直
し
を
行
い
、
新
た
に
財
産
債
務
調
書
と
し
て
整
備
す
る
。

、

、

。

２

適
用
期
限
の
到
来
す
る
租
税
特
別
措
置
の
延
長

既
存
の
租
税
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
等

所
要
の
措
置
を
講
ず
る

七
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
二
十
七
年
度
の
租
税
減
収
見
込
額
は
、
約
千
三
百
四
十
七
億
円
で
あ
る
。


